
大幅な最低賃金額の引上げ及び中小企業支援策強化を求める会長声明 

 

１ 佐賀地方最低賃金審議会は、２０２４（令和６）年８月２０日、佐賀県内に

おける最低賃金を５６円引き上げて時間額９５６円とする答申を行った。この

答申を受け、佐賀県労働局は、同年１０月１７日から時間額９５６円に改正す

ることを決定した。 

この引き上げは、佐賀県における過去最大の増加額である。その結果、全国

加重平均額との差額は９９円、東京都の最低賃金額との差額は２０７円となっ

ており、徐々にその差額が小さくなっているものの、依然として大きい。また、

隣県である福岡県の最低賃金額との差額は３６円あり小さくない。 

加えて、労働者が、佐賀県の現在の時間額で、一般労働者の所定内労働時間

である１４２．５時間（「毎月勤労統計調査令和７年２月確報」）稼働したと

すると、年収１６３万４７６０円にしかならない。このような収入では、昨今

の物価高も相まって、労働者の健康で文化的な最低限度の生活を営むことがで

きるだけの生計費を捻出することはできない。 

２ 最低賃金の増額を行ううえで、各種税負担や社会保険料の事業主負担部分の

軽減等具体的な措置等のほか、中小企業とその取引先企業との間で労務費の転

嫁を含めた適正な取引が確保されるための取引適正化支援等、長期的継続的に

中小企業支援策を強化する必要がある。 

物価高騰や人件費高騰等上昇するコストの価格転嫁について、２０２５年

（令和７年）２月に行われた民間調査によると、多少なりとも転嫁できている

と回答する企業が７７％あるものの、価格転嫁率は４０．６％にとどまってお

り、まったく価格転嫁できていない企業が１１．２％あるとの結果であった。

上昇するコストの価格転嫁は、取引を失うこと等の懸念や人件費等の具体的に

数値化して取引先の理解を求めることが困難であること等を背景に、いまだ十

分には進んでいない。 



中小企業等が健全な経営を続けるためには、価格転嫁をさらに推進すること

が必要である。労務費の転嫁については既に指針が示されているところではあ

るが、労働基準監督署による企業への監督指導によって、価格転嫁等を含めた

取引の適正化を図るのであれば、相応に労働基準監督署の人員の充実も必要で

ある。 

３ 以上から、当会は、佐賀地方最低賃金審議会に対し、労働者の健康で文化的

な生活を確保するため、本年度、さらなる最低賃金額の引上げを答申すべきこ

とを求め、国に対し、中小企業支援策の強化を求める。 
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